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入園希望者が定員を上回る場合、保育の必要性（ 指数・優先順位） の高い世帯から順に内定します。

第８章 選考基準について

１．選考方法

２．指数表

（ １） 保育所入所基準指数

選考のながれ ・指数や優先順位は申込み締切日までの提出書類で決定する。
提出書類に不備があるときは、求職の指数を適用する場合や減

点の対象になる場合がある。
・ひとりの保護者が複数の類型に該当する場合、一番高い指数を
適用する。ただし、出産期間は（ 注３） に該当する場合を除き、
出産の指数を適用する。

・希望順位は選考に影響しない。第１希望は有利、第９希望は
不利とはならず、また、第１希望のみの希望が有利にはならない。

・就労は、契約内容と実績により指数付けをする。

① 父母（ 父母の内縁のもの含む） それぞれの基準指数を
決定し、合算する。

② ①に調整指数の該当項目を加算・減算したものを世帯の
指数とする。

③ 世帯の指数の高い順に内定する。同一指数の場合は、
優先順位によって内定者を決める。

（ 「入園」「転園」ともに同一の指数表を使用する）

番

号

保         護         者         の          状         況
指数

入所承諾

期 間類 型 細                         目

1
就 労

（ 自営含む）

（ 注１～４）

月20日以上

月160時間以上の就労を常態 20

必要な

期間

月120時間以上160時間未満の就労を常態 16

月80時間以上120時間未満の就労を常態 15

月16日以上

月128時間以上の就労を常態 14

月96時間以上128時間未満の就労を常態 13

月64時間以上96時間未満の就労を常態 12

月12日以上

月96時間以上の就労を常態 11

月72時間以上96時間未満の就労を常態 10

月48時間以上72時間未満の就労を常態 9

2 両親不存在 死亡・離別・行方不明・拘禁 20

3 出 産（ 注３） 出産予定月とその前後の各２か月 (最長5か月間） 14 5か月以内

4
疾 病

（ 注５）

入 院 １か月以上を要する場合 20

必要な
期間

自宅内

常時臥床 20

精神疾患 20

一般療養 16

5 心身障害者

（ 身体障害者手帳） 1・2級、（ 愛の手帳） 1・2・3度、

（ 精神障害者保健福祉手帳） 1・2・3級
20

（ 身体障害者手帳）   ３ 級     （ 愛の手帳）   ４ 度 17

（ 身体障害者手帳）   ４ 級    14

6
介 護・看 護

（ 注６）

常時臥床者、常時見守りが必要な者又は重度心身障害者を自宅内で常時介護・看護 20

入院・通院・通所等付き添い（ 月20日、80時間以上） を含む介護・看護 14

入院・通院・通所等付き添い（ 月16日、64時間以上） を含む介護・看護 11

入院・通院・通所等付き添い（ 月12日、48時間以上） を含む介護・看護 8

7 災 害 火災等による家屋の損傷、その他の災害の復旧活動中 20

8 就 学

次に掲げる学校、職業訓練校等への通学又は通所している場合(通学・通所予定も含む）

①学校教育法に定める学校、職業能力開発促進法に基づいて設置される職業訓練校
②国又は都道府県指定の就労に必要な資格取得のための専門学校又は養成施設等
③外国人が日常生活に必要な日本語を取得するための日本語学校

④②に準ずると認められ、かつ、②で取得できる資格と同程度の資格取得のための専門学校等
★指数については、番号1（ 就学内定の場合は番号9） を準用し、さらに－1点とする。

★8～19

（ 就学内定
7～18）

9
特 例

(就労内定者）

月20日以上

月160時間以上の就労を常態 19

月120時間以上160時間未満の就労を常態 15

月80時間以上120時間未満の就労を常態 14

月16日以上

月128時間以上の就労を常態 13

月96時間以上128時間未満の就労を常態 12

月64時間以上96時間未満の就労を常態 11

月12日以上

月96時間以上の就労を常態 10

月72時間以上96時間未満の就労を常態 9

月48時間以上72時間未満の就労を常態 8

10 求 職 求職・起業準備のため日中外出を常態 6 3か月以内

11 DV・児童虐待

児童虐待のおそれがあると認められる場合（ 意見書等の公的機関の発行する資料がある場合） 20
必要な
期間配偶者等の暴力により育児が困難と認められる場合（ 配偶者暴力相談支援センターの証明書がある場

合）
20
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☆印は書類の提出が必要です。Ｐ１７～２１の必要書類を、入園申込み時に提出してください。

（ ２） 調整指数 （ 基準指数表の世帯指数に下記指数を加算します。定めがない限り複数の加算可。）

1☆（ 注７） 特別な支援を要する世帯（ 意見書等の公的機関の発行する資料がある場合） 10

2☆（ 注８） ひとり親世帯および、これに準ずる世帯（ 入園申込みの場合） 8

3☆ 生活保護法による被保護世帯（ 入所基準指数表の類型が就労、就労内定、求職に該当する入園申込みの場合） 8

4☆
保護者が入園希望月から過去6か月以内の解雇・倒産により離職（ 自己都合の退職を除く） し、緊急に生計費を得るための就労を

要する世帯（ 入所基準指数表の類型が求職に該当する場合に限る）
5

5☆
保護者のいずれもが①身体障害者手帳１～４級、②愛の手帳１～４度、③精神障害者保健福祉手帳１～３級のいずれかを所

持している場合（ 入園申込みの場合）
3

6☆

保護者のいずれかが育児休業法に定める育児休業からの復職により入園申込みをする場合（ 同保護者が育児休業給付金の受給

資格がある場合で、①～④のいずれかに該当する場合） ※調整指数1８と重複しない

①入園月の申込み締切日時点で、育児休業中の場合

②入園月の申込み締切日時点で、出生前かつ育児休業取得予定である場合

③入園月の申込み締切日時点で、産休中かつ育児休業取得予定である場合

④申込み締切日以降入園予定月の前月末日までの間に育児休業を取得することが就労証明書上で確認できる場合

1

7（ 注２２） 認可保育施設間の転園希望の場合（ 調整指数17に該当する場合を除く） -1

8☆（ 注９） 65歳未満の同居の祖父母が、入所基準指数表の類型の就労、出産、疾病、障害、介護、看護、就学に該当しない場合 -4

9

入園希望月から過去1年以内において、①～③のいずれかに該当する場合

（ 災害・疾病等やむを得ない事情によるものであって、当該事情を証明できる書類の提出がある場合を除く）

①各月申込み締切日翌日以降に豊島区認可保育施設の入園申込みの取下げをした場合（ 4月1次選考に限り、2月入園内定

連絡日までに入園申込みの取下げをした場合は非該当）

②入園の内定辞退をした場合

③入園の内定を取り消された場合

-5

10 申込み締切日現在保育料滞納（ 卒園児を含む） がある世帯 -20

11☆（ 注１１）

（ 注１８）

申込み締切日時点で豊島区民である保護者が育児休業の延長を希望する場合※該当する場合、他の項目の重複加算及び優先

順位の適用はしない。
-40

12
産前産後休業、育児休業取得により一時退園し、保護者の育児休業明けに再入園申込みの場合（ 出産予定月の前2か月から後

3か月の期間中に退園する場合のみ該当）
6

13☆
入園を希望する児童本人が、①身体障害者手帳1・2級、②愛の手帳1～3度、③精神障害者保健福祉手帳1～3級のいずれかを

所持している場合
3

14☆

入園を希望する児童本人が、

（ １） ①身体障害者手帳3・4級又は②愛の手帳4度を所持している場合

（ ２） 手帳等は所持していないが、主治医の意見書等により手帳を所持している者と同等と認められる場合

（ 主治医の意見書により、手帳を所持している者と同等と認められる記載がある場合）

2

15 入園希望月時点で兄弟姉妹（ 卒園児等を除く） が既に在籍している保育園の入園を希望する場合 2

16（ 注１２） 兄弟姉妹（ 双子等を含む） が同時に同一月の入園申込みをする場合（ 一方が入園内定の辞退等をした場合は非該当） 1

17

以下の①～⑦にあてはまる場合 ①～⑦はそれぞれ重複せず、かつ、調整指数19・20と重複しない

①（ 注１３）
申込み締切日時点で既に別々 の園に在籍している兄弟姉妹が一方の在籍する園への転園を希望する場合（ 一方が入園内定の辞

退等をした場合は非該当）
2

②（ 注１４）
申込み締切日時点で別々 の園に在籍している兄弟姉妹が同時に同一園へ転園を希望する場合（ 一方が入園内定の辞退等をした

場合は非該当）
2

③ 遠距離で通園が困難なために転園を希望する場合（ 自宅から在籍施設まで直線距離1.2ｋ ｍ以上） 1

④☆
在園中の認可保育施設の開所時間よりも長い開所時間の認可保育施設への転園を希望する場合（ 延長保育用勤務証明書の

提出が必要）
1

⑤（ 注１５)
入園後に公表となった、在籍園の民営化または改築・改修を理由に転園を希望する場合（ 改築・改修は一時的な移転を伴う仮園

舎利用がある場合のみ）
1

⑥

申込み締切日時点で年齢上限のある認可保育施設を利用していて、年齢上限のない認可保育施設への転園を希望する場合（ 年

齢上限のある保育施設とは、小学校就学前まで在園できない施設。年齢上限のない保育施設とは、小学校就学前まで在園できる

施設を指す）

1

⑦ 申込み締切日時点で居宅訪問型保育事業を利用している場合 1

18☆ (注１０）

（ 注１６）

（ 注１７）

入園申込みをしている児童を、次の(1)(2)の期間において、豊島区臨時保育所（ 有料もしくは無料） ・認可外保育施設等（ 有料

のみ） に「月12日以上かつ48時間以上預けている」、かつ、「父母共に最低就労基準以上で働いている」世帯（ 当該児童が学校

教育法に基づく幼稚園・認定こども園（ 1号） 在籍中や、世帯内に育児休業取得中の保護者がいる場合は非該当） ※調整指数

6と重複しない

(1)4月第1次入園選考の場合： 4月第1次入園選考申込み締切日時点から入園希望月の前月末まで

(2)(1)以外の入園選考の場合： 入園希望月の初日の90日前から入園希望月の前月末まで

1

19
年齢上限のある認可保育施設または豊島区臨時保育所の在籍終了年に転園希望月の初日の3か月以上前から在籍し、他の認可

保育施設への転園を希望する場合※調整指数17・20と重複はしない
5

20 （ 注１８）

（ 注２１）

年齢上限のある認可保育施設または豊島区臨時保育所の在籍終了年に豊島区民として在籍し、卒園時に転園申込みをする場合

※調整指数17・19と重複はしない
30
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（ 指数が同位となる場合は次の各号の順に順位を決定します。）

☆印の適用には書類の提出が必要です。Ｐ１７～２１の必要書類を、入園申込み時に提出してください。

（ ３） 同一指数の場合の優先順位

順位 項目

1 （ 注１８） 豊島区民である（ 入園月の前月中までに豊島区に転入予定の場合も含む）

2☆（ 注８）

緊急性が非常に高く、特別な配慮が必要と認められる世帯（ 要保護・要支援世帯、ひとり親世帯（ 準ずる世帯を含む） 、保護者のいずれかが精

神疾患者、障害者手帳保持者（ 身体障害者手帳１～４級、愛の手帳１～４度、精神障害者保健福祉手帳１～３級） および指定医療費

（ 指定難病） 受給者証保有者である世帯等）

3

入園申込みである（ 豊島区外の認可保育施設または豊島区外の認定こども園に2号・3号認定として在籍している場合と、豊島区内の年齢上限の

ある認可保育施設の最終学年に在籍し、卒園時に転園申込みをする場合、および待機児童対策の居宅訪問型保育事業を利用している場合はこ

の優先に該当する）

4☆ 保護者について、単身赴任中である（ 自営業・出張・自己都合は該当せず、会社命令かつ単身赴任後３か月経過した場合のみ該当）

5 調整指数において、減算項目がない

6 調整指数加算前の基準指数が高い

7☆（ 注１８） 申込み締切日時点で申込み児童と１名以上の保護者が豊島区民であり調整指数１８に該当する場合

8☆（ 注１８）
調整指数6（ 産後休業及び育児休業からの復職） に該当する場合、申込み締切日時点で申込み児童と１名以上の保護者が豊島区民でなく調

整指数１８に該当する場合、または豊島区外の認可保育施設に豊島区の住民として在園する場合

9 （ 注１８） 申込み締切日時点で、豊島区民で、かつ、同時に入園申込みをしている児童が多胎児である（ 一方が入園内定の辞退等をした場合は非該当）

10（ 注１２）

（ 注１８）
申込み締切日時点で、豊島区民で、かつ、同時に入園申込みをしている児童が2名以上いる（ 一方が入園内定の辞退等をした場合は非該当）

11☆
保護者が認可保育施設、地域型保育事業、認定こども園、認可外保育施設、幼稚園で保育士・保育教諭、幼稚園教諭として勤務している、もし

くは入園又は転園希望月の末日までに勤務を開始する予定がある（ 就労内定者を含む）

12（ 注１９）
入園又は転園希望月時点で豊島区の認可保育施設に在籍している児童及び入園申込みをしている児童の他に小学生以下の子どもと保護者が同

居している世帯（ 申込み締切日時点で出生届が未届の子どもは除く）

13 調整指数17⑤に該当する場合

14（ 注２０）
入園または転園希望月の申込み締切日時点で、豊島区における住民登録期間が長い世帯（ 保護者の継続する住民登録期間がいずれか長い方

を採用）

15 保育料算定区民税額所得割額が少ない
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（ ４） 注意事項

注

1

各就労時間は休憩時間を含む。就労の指数をつける場合、東京都及び近隣3県（ 埼玉県・千葉県・神奈川県） の前々 年度地域別最低賃金平均に最低就労

基準時間をかけた金額以上の賃金等が必要（ 千円未満は切上げ） 。ただし、支払を受けた賃金額が、就労時間に比して見合わない場合又は就業規則により計

算する賃金額より少ない場合は、時給（ 時給の記載がない場合にあっては、最低賃金額） を基に算出した就労時間を用いて就労又は就労内定（ 番号９） の指

数を適用する。

2 育児休業からの復職による申込みで、産前休暇前の就労実績が6か月未満の場合は就労内定の指数を適用する。

3

申込み締切日時点で「就労している場合で、かつ、法定の産前休業開始まで同程度の就労を継続し、保育園に入園する月の翌月１日までに法定の産後休業及

び育児休業を終えて職場に復帰することが就労証明書上で確認できる場合」及び「法定休暇期間まで同程度の就労を継続し、出産予定月後の原則2か月以内に

復職することが就労証明書上で確認できる場合」は就労の指数とする。

4

申込み日から入園月の月末までの転職については①退職日の翌月末までに就労を開始した場合は、転職前と転職後の就労条件を比べ、低い方の就労条件を基に

就労の指数を適用する。②退職日の翌々 月以降に就労を開始した場合は、求職の指数を適用する。ただし、締切日時点で転職先の就労証明書の提出がある場

合は、就労内定の指数を適用する。

5 疾病の指数について、日中お子さんの保育ができない旨と、療養期間の記載がある診断書が必要。記載がない場合は、求職の指数を適用する。

6 介護・看護の指数における介護又は看護の対象となる者とは、保護者から３親等以内の親族（ 内縁関係の者を含む） を指す。

7 「特別な支援を要する世帯」とは、虐待等特別な配慮を要する世帯で関係機関からの意見書があるもの。

8 「ひとり親に準ずる世帯」とは、離婚調停中かつ保護者の住民票が別々 の場合、及び保護者の一方が行方不明となっている場合を指す。

9 同居とは同一の住所、敷地、建物内に住んでいる場合を指す。

10
「最低就労基準」とは、月１２日以上かつ月４８時間以上の就労で、賃金等が東京都及び近隣３県（ 埼玉県、千葉県、神奈川県） の前々 年度地域別最低

賃金平均に４８時間をかけた金額以上（ 千円未満の金額は切り上げ） のものを指す。

11
育児休業取得対象保護者の育児休業期間が記載された就労証明書と育児休業給付金支給通知等の写しが不備なく提出されていることかつ提出書類の所定箇

所に育児休業延長希望の記載がある場合のみ該当となる。なお、当該指数に該当することは、入所選考において「内定しないこと」を保証するものではない。

12
年齢上限のある認可保育施設の在籍終了年に在籍している児童の卒園時の転園申込みと同時に、兄弟姉妹の豊島区認可保育施設の入園申込みをする場合

は、入園申込みをする児童に当該指数または優先を適用する。

13
同一の申込みに兄弟姉妹が在籍している園以外を記載した場合、兄弟姉妹が在籍している園のみ①を適用する。兄弟姉妹が在籍している園以外には、調整指数

17のうち他にも該当する項目がある場合、該当園に②～⑥の項目を適用する。

14
申込み書類の所定箇所に同一園に同時のみで転園を希望する記載がある場合のみ該当とする。なお、一方の兄弟姉妹が入園内定の状態ではこの指数に該当し

ない。

15
南長崎第一保育園・長崎保育園に２０１８年２月以前に入園した児童、高南保育園に２０２１年８月以前に入園した児童、または、巣鴨第一保育園に２

０２２年８月以前に入園した児童が対象。なお、改築・改修が終了し一時的な移転が解消された日以降の選考ではこの指数に該当しない。

16

「認可外保育施設等」とは、東京都認証保育所、企業主導型保育施設、社内託児所等（ 地域型保育事業は除く） 、一時保育事業、ファミリー・サポート・セン

ター及びその他民間事業者や個人が都道府県知事等に届け出たうえで設置・運営をしている認可外保育施設、及び学校教育法に基づく幼稚園以外の施設等を

指す。なお、同期間に豊島区外の認可保育施設に、豊島区外の住民登録者として在園し、父母共に働いている場合は該当する。

17
幼児教育・保育の無償化または認証保育所保育料負担軽減補助の対象となり、保育料が無料となる場合は該当とする。ただし、豊島区臨時保育所の場合は、基

本保育料が無料の場合も該当とする。

18
「豊島区民」とは、住民基本台帳法に基づき、豊島区に備えてある住民基本台帳に記録されている住民を指す。ただし、DV及びストーカー等の被害者については、こ

の限りではない。

19
「同居」とは、住民基本台帳法に基づく住民票が保護者と同一に登録されている場合を指す。また、「小学生以下の子ども」の保護者が入園申込みをしている児童の

保護者と同一である場合のみ該当とする。なお、「保護者」とは親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者を指す。

20
豊島区から転出後、再転入した場合や、住民票が消除となった場合は申込み締切日時点で最新の住民登録日を基準日として採用し、通算は行わない。また、保

護者のいずれかが不存在の場合、存在する保護者の住民登録期間を採用する。

21 豊島区内の認可外保育施設が認可保育所に移行する際に、在籍児童が継続して利用希望する場合等に、当該施設にのみ適用する。

22 転園を希望する月の申込み締切日以降に年齢上限のある認可保育施設、または居宅訪問型保育事業の利用を開始する場合、当該指数は適用しない。
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A．就労の指数は、基本の契約時間を基に決定します。よって、最低就労基準以上（ 月１２日以上、月４８時間以上、

月収４８，０００円以上） の時短勤務を取得し、時短勤務利用により基本の契約時間が変わらない場合は、指数に

影響はありません。

A．４月入園第１次選考の申込者数・最低指数は、区ホームページにて公表しておりますので、ご覧ください。なお、５月～

翌年２月の年度途中の入園については、公表しておりません。

豊島区HP＞子育て・教育・若者＞保育

＞保育園の入園に関すること： 欠員状況・入所基準指数

＞欠員状況(空き状況)： 保育園欠員状況

Q１．入園後、時短勤務（ 育児短時間勤務） で復職予定です。指数は変わりますか？ 

Q２．各施設の申込者数や、入園者の最低指数を知りたいです。

３．よくあるご質問

●「入園」の対象となるのは以下のいずれかに該当する児童です。

・認可保育施設に在籍していない。

・教育機関、認定こども園（ １号認定のみ） 、豊島区臨時保育所、認可外保育施設に在籍している。

・豊島区外の認可保育施設、認定こども園（ ２号・３号認定） に豊島区外民として在籍している。

●「転園」の対象となるのは以下のいずれかに該当する児童です。

・豊島区内の認可保育施設に在籍し、他の保育施設への転園を希望する場合。

・豊島区内の認可保育施設、認定こども園（ ２号・３号認定） に豊島区外民として在籍している。

・豊島区外の認可保育施設、認定こども園（ ２号・３号認定） に豊島区民として在籍している。

・豊島区内の年齢上限のある保育施設の在籍終了年に在籍し、他の保育施設への転園を希望する場合。


